
【貸借対照表】

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

（注）  １． 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

         ２． 有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法、その他

           有価証券のうち時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、 時価の

           ないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全

           部純資産直入法により処理しております。

         ３． 有形固定資産の減価償却は定率法を採用しております。また、耐用年数は次のとおりであります。

               動  産                          　  　　5年～20年

　　　　　　また、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に達した事業年度の翌事業年度以後、残存簿価

　　　　  を5年間で均等償却しております。なお、これによる貸借対照表に与える影響は軽微であります。

         ４． 無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能

         　期間(5年)に基づいて償却しております。

         ５． 貸倒引当金は、予め定めている自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

        　 正常先債権及び要注意先債権については、協同組織金融機関の貸倒引当金の特例について、法定繰入率（1,000分の3）の現状維持

           と割増措置(本則の100分の102)の延長が認められておりますことから、それにより引当てしております。破綻懸念先債権については、債

        　 権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引当てております。 

           破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、 債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を

           控除した残額を引当てております。

           　また、全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果

          により上記の引当を行っております。

         ６． 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上してお

            ります。

         ７． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、簡便法(退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法)に

           より、当期末における必要額を計上しております。

         ８． 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当期末までに発

         　生していると認められる額を計上しております。

        ９． 貸出金のうち、破綻先債権額は9百万円、延滞債権額は13百万円であります。                                                     

               なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁

　　　 　  済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。」)の

　　   　   うち、法人税法施行令第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　　　　    また、延滞債権とは未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払

　　　　   いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

        10．貸出金のうち、3ヶ月以上延滞債権に該当するものはありません。                                                

　　　     　なお、3ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3ヶ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞

　　　    債権に該当しないものであります。

その他有価証券評価差額金 1,530,270 1,744,314

合　　　　　　　　計 17,145,108 16,556,816 合　　　　　　　　計 17,145,108 16,556,816

   （うち、当期純利益） 33,201 28,117

   当期未処分剰余金 84,828 78,405

（うち個別貸倒引当金） △ 13,138 △ 13,889    （うち、目的積立金） － －

貸 倒 引 当 金 △ 23,080 △ 23,393    特  別  積  立  金 1,428,000 1,458,000

繰 延 税 金 資 産 － － そ の 他 利 益 剰 余 金 1,512,828 1,536,405

無 形 固 定 資 産 17,838 18,743 利 益 準 備 金 62,000 62,000

有 形 固 定 資 産 5,763 6,175 利 益 剰 余 金 1,574,828 1,598,405

そ の 他 資 産 177,294 172,700 普 通 出 資 金 55,560 54,324

当 座 貸 越 652,723 617,219 純 資 産 3,160,658 3,397,044

証 書 貸 付 2,559,157 2,516,379 負 　　　債 　　　計 13,984,449 13,159,772

貸 出 金 3,211,880 3,133,599 繰 延 税 金 負 債 535,224 601,317

外 国 証 券 1,597,161 1,542,489 賞 与 引 当 金 8,478 7,354

株 式 3,251,941 3,722,602 役 員 退 職 慰 労 引 当金 2,000 2,600

証 券 投 資 信 託 － － 退 職 給 付 引 当 金 42,872 46,581

社 債 4,153,233 3,695,260 引 当 金 53,350 56,535

地 方 債 106,561 105,000 そ の 他 負 債 18,872 21,758

国 債 113,400 110,340 借 用 金 1,500,000 0

有 価 証 券 9,222,296 9,175,692 定 期 性 預 金 6,452,871 7,084,344

預 け 金 4,348,634 3,902,877 要 求 払 預 金 5,424,130 5,395,816

現 金 184,480 170,421 預 金 積 金 11,877,002 12,480,161

（金額単位：千円）

資　　　　　　　　産 2021年度末 2022年度末 負債及び組合員勘定 2021年度末 2022年度末
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       11． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は百万円未満であります。                                            

　　　 　　  なお、貸出条件緩和債権とは、 債務者の経営再建・支援を図ることを目的として金利の減免・利息の支払猶予・元本の返済猶予・債権

　　　    放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権・延滞債権及び3ヶ月以上延滞債権に該当しないものであります。

       12． 破綻先債権額、延滞債権額及び3ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は23百万円であります。                                                    

　　　　 　 なお、9. から11. に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

       13． 有形固定資産の減価償却累計額                       　　 42百万円

     　14． 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額            　    　  該当なし

       15． 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務総額                       該当なし

       16． 貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、複写機、、ATMコーナー監視用テレビカメラシステムについてリース契約により使用して

　　　    おります。

       17． 担保に提供している資産は為替決済取引の担保として預け金800百万円、当座貸越の担保として預け金200百万円であります。

       18． 出資1口当たりの純資産額は3,126円65銭です。

       19． 金融商品の状況に関する事項

　　　　　（1） 金融商品に対する取組方針

　　　当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。

　　　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理を行っております。

　　　　　（2） 金融商品の内容及びそのリスク

　　　　当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金であります。

　　　　また、有価証券は、主に事業債を中心とした債券、外国証券及び上場株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業

　　　推進目的で保有しております。

　　　　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。

　　　　一方、金融負債はお客様からの預金でありますが、流動性リスクに晒されております。

　　　　　（3） 金融商品に係るリスク管理体制

　　①信用リスクの管理

　当組合は、貸出金について事務取扱要領などに則って、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、保証人の徴求や担保の

設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。

　これらの与信管理は、各営業店のほか内部監査部門による臨店検査時にも行っており、また定期的に理事会等で報告を

行っております。

　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務課において信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しており

ます。

　　②市場リスクの管理

(ⅰ)金利リスクの管理

当組合は、月次で算出している金利感応度(金利が1%上昇した場合の影響額)、四半期毎の99%ﾀｲﾙ値を使用しての金

 　利リスク量の算出により金利変動リスクを管理し、経営陣へ報告しております。

(ⅱ)価格変動リスクの管理

有価証券の保有については、資金運用内規に則って行っております。

有価証券の購入については、資金運用内規で定めている運用制限や運用限度枠に則り、購入稟請を行い決裁を得た

　 上で購入しております。購入稟請の際には、残存期間や銘柄が集中しないように配慮し行っております。

株式については、主に配当金収入を目的として保有しております。

有価証券の時価情報については、月次で経営陣に報告しております。

　　③資金調達に係る流動性リスクの管理

　流動性リスクの管理については、流動性管理資料を日次で作成し、預金の増減や支払準備率を随時把握し、必要に応

じ経営陣へ報告しております。

　　　　　（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

　　　ります。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額

　　　が異なることもあります。

　　　　なお、金融商品のうち貸出金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しております。

       20． 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。

　　　　　（1） 売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。

　　　　　（2） 満期保有目的の債券で時価のあるもの

そ  の  他

　　　　　（3） 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に区分した株式はありません。

　　　　　（4） その他有価証券で時価のあるもの

株　　　式

債　　　券

　 国　 債

　 地方債

　 社　 債

そ  の  他

合　   　計

　  なお、上記の評価差額2,357百万円を有価証券残高に加算しております。一方、評価差額から繰延税金負債612百万円（繰延

税金資産11百万円と相殺前の繰延税金負債額）を差し引いた額1,744百万円を「その他有価証券評価差額金」に計上しております。
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う ち 、 益
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-

う ち 、 損

　　　　　（百万円）

2
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65

159

う ち 、 益

　　　 （百万円）

2,471

34

10

5

19

う ち 、 損

　　　　　（百万円）

-

93

-

-

時　　　価

　　　　　　　（百万円）

92

評 価 差 額

　　　　（百万円）

△ 2

110

105

3,695

1,446

9,080

3,769 △ 74

1,502 △ 55

6,722 2,357

3,969 △ 58

100 10

99 5

3,910

取  得  原  価 評 価 差 額

　　　 　　　（百万円） 　　　　（百万円）

1,251 2,471

貸借対照表計上額

　　　　　　　（百万円）

3,722

貸借対照表計上額

　　　 　　　（百万円）

95
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       21． 金融商品の時価等に関する事項

       　  　 令和5年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
       　 　　なお、非上場株式(㈱毎日新聞GH：取得原価85,000千円、信組情報サービス㈱：取得原価100千円)及び全信組連出資金(取得原価
       　  　 150百万円)については、時価を把握することが極めて困難と認められることから取得原価を貸借対照表計上額及び時価として計上
　　　　　　  しております。また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

(単位：百万円)

(1)　預け金
(2)　有価証券

満期保有目的の債券
その他有価証券

(3)　貸出金
貸倒引当金

(4)　全信組連出資金

(1)　預金積金
(2)　借用金

(注1)  預け金、貸出金、預金積金、借用金の時価には、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を記載しております。
　　　 貸出金については一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除した金額を記載しております。
（1） 預け金

　満期のない預け金の内、無利息預け金については、帳簿価額を時価としております。利息の付く満期のない預け金
については、残存期間を3カ月以内の期間帯として、満期のある預け金と同様、市場金利で割り引くことで現在価値を
算定し、当該現在価値を時価とみなしております。

（2） 有価証券
　上場株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

（3） 貸出金
　貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により
算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金額として記載しております。
① 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュフローの見積りが困難な債権については、そ
 れぞれの帳簿価額の合計額から貸出金に対応する個別貸倒引当金を控除した価額
② ①以外については、金利更改期までの期間帯ごとに、元金について同様の新規貸出を行った場合に想定される利率
 で割り引いた価額

（4） 預金積金
　要求払預金については、3カ月以内の期間帯に残高の1/2、残り1/2をコア預金として、定期預金の時価と同様、一定
期間帯ごとに将来キャッシュフローを作成し、元金額を複数の市場金利を組み合わせた理論価格で割り引いた価額を
時価とみなしております。

（5） 借用金
　借用金のうち、変動金利によるものは、短期で市場金利を反映し、また、当組合の信用状態は実行後大きく異なって
いないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利に
よるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引い
て現在価値を算定しております。なお、残存期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額を時価としております。

       22． 当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
       23． 当期中に売却したその他有価証券はありません。
       24． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとおりであります。

債　 　券
　 国 　債
　 地方債
　 社 　債
そ  の  他

       25． 当座貸越契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで
       　  資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は696百万円でありますが, これらは全て原契約期
       　  間が1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものであります。

　　なお、これらの契約の多くは融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来
　のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

       26． 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    11百万円

社債有税減損額　　　　　　　　　　　　　　    　 　　　　　 9百万円
賞与引当金損金算入限度額超過額　    　 　　　　　　　　　　 2百万円
事業税引当分　　　　 　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　0百万円
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 　　　　－百万円

繰延税金負債計　　　　　　　  　　　　　　　　 　　　　　　　　　  612百万円
その他有価証券評価差額金      　     　　　　　　　　　   612百万円

繰延税金負債の純額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  601百万円

9,175
3,902

計    上    額
貸 借 対 照 表

150

12,467

△ 23
3,110
9,080

95

3,891

時　　価

9,172

差　　額

   10年 超

―
1,587

95

―
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